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経済学では労働、土地、資本が3つの根源

的な生産要素であると言われる。事業の内容

によって、また時代によって、これらの生産

要素の重要性は変わってくるが、今日の畜産

経営においては資本がしばしば経営を左右す

る重要性を持つ。一般的に農業では農地が重

要な資産であり、農地などの不動産を担保と

した金融が行われがちであるが、今日の畜産

業ではそもそも経営規模が大規模になったこ

とで必要な資金量が巨額になり、しかも施設

や機械を多用する経営形態が一般的になり、

いわゆる資本集約型の経営が増えている。そ

の場合に問題となってくるのが、必要な資金

量の融資を受けられるかどうかという問題で

あり、また多額の資本の経営管理をできるか

という問題である。

前者の問題についての対策のひとつが、動

産担保融資（Asset Based Lending、以下

「ABL」という）である。畜産経営の場合、

農地として所有している土地が、面積は広か

ったとしても、牧草地などの場合には資産価

値としては高く評価されず低い担保価値にと

どまる場合もある。そのために融資を受ける

際の担保として、不動産だけではなく飼養し

ている家畜などを対象とすることが行われる

ようになってきた。融資を受ける畜産経営側

からすれば、融資が受けやすくなる仕組みで

あるが、融資する金融機関側からすれば担保

価値が変動すること、そもそも動産担保の価

値評価が難しいことなどの課題も含む融資の

スキームである。

今回、北海道本別町の肉牛の肥育経営、有

限会社福田農場と出荷先である十勝畜産農業

協同組合で聞き取り調査をさせていただい

た。その調査結果を踏まえて、ABLの現状

と課題を検討してみたい（注１）。

�（注１）　�本稿は、資金の借り入れという繊細なテーマを扱う関係
上、借入金額などの情報については伏せている。本来で
あれば詳細なデータを示して論じるべき重要性のある課
題であることは認識しているが、諸般の事情を考慮した
上での扱いであり、ご了解をお願いしたい。なお、調査
は平成29年９月８日に実施している。

１　はじめに

調査・報告　専門調査

畜産経営における
動産担保融資の実情と課題

～北海道本別町の肉牛経営を事例に～
宮城大学　食産業学群　教授　川村　保

規模拡大を続ける畜産経営においては資金の確保や管理が非常に重要な論点となってきてい

る。従来、農地などの不動産のみを担保に設定することの多かった農業金融でも、特に畜産経営

に対して飼養中の家畜などの動産を担保に設定した動産担保融資（ABL）が増加している。本稿

では、北海道本別町の肉牛経営の事例を基に、動産担保融資が融資の拡大のみならず経営のモニ

タリングや経営管理の点で畜産経営にとって重要な役割を果たしていることを明らかにする。

【要約】
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（１）有限会社福田農場の経営史

今回、調査させていただいた経営は、北海

道中川郡本別町の有限会社福田農場（以下

「福田農場」という）である。帯広市から車

で約1時間余り、帯広平野を囲む丘陵地帯に

少し入ったところに位置する（図１）。

福田農場の代表取締役である福田博明氏

（47歳）は、福田家が本別町に入植してから

４代目に当たるという（写真１）。福田家は

博明氏の曽祖父が明治43年ごろに本別町に

開拓で入植、最初の入植地が水害に遭いやす

い場所であったために現在の場所に移動して

きた。祖父の代であった第2次世界大戦終戦

後は、３～５ヘクタールの規模の畑作経営で

あったが、父の代となった昭和30年代から

酪農を始めた。その後、昭和40年代前半か

ら肉牛（もと牛、育成牛）生産も開始し、酪

農と肉牛を主な経営とするようになった。し

かし、酪農は今から24年前にやめたという。

酪農をやめた時の経営規模は、酪農が搾乳牛

40 ～ 50頭、肉牛200 ～ 300頭規模であっ

た。

酪農をやめることになったのは、経営状態

が悪化し、保証債務を含めた負債が増加した

ことが契機となっている。当時の状況は、福

田家一戸だけの努力では何とも課題解決の道

が開けないというものであった。そこで他の

人たちのアドバイスなども受けながら経営の

再建に取り組んだ。

経営の再編に当たって、経営作目は肉牛と

畑作にした。そのことにより時間的な余裕も

できた。また、農協とも協議の上で、家畜販

売と飼料購入については、農協系を50％、

商系を50％にしたという。

（２）現在の経営概況

その後、株式会社日本政策金融公庫（以下

「日本公庫」という）などの金融機関からの

融資を受けて規模拡大し、平成29年６月時

点での肉牛の飼養頭数は1111頭（内訳は、

交雑種1094頭、乳用種17頭。ただし、９

月の調査時点では交雑種のみ）、畜舎14棟、

経営農地92ヘクタール（内訳は、秋まき小

麦17ヘクタール、大豆7.5ヘクタール、牧草

２　調査事例の概要

写真１　福田農場 代表取締役の福田博明氏

図１　本別町の位置

札幌市

帯広市

本別町



畜 産 の 情 報 　 2018. 6 45

40ヘクタール、それ以外はデントコーン）

となっている（写真２、３）。これだけ大規

模ながら、効率的な飼養管理により、労働力

は博明氏本人と奥さん、従業員１名の計３名

となっている。

また、販売ルートについては、現在は十勝

畜産農業協同組合（以下「十勝畜産農協」と

いう）を経由した販売が100％となってい

る。

もと牛はすべて市場から購入しているが、

地元産である十勝の家畜市場では競争が激し

いことから、道外の家畜市場から購入するこ

とが多い。一時期、増体志向での経営を行っ

たが、ABLの関係者から指摘があり、質重

視の志向へと経営方針を変えた。増体志向は

飼料会社からのアドバイスに沿ったものだっ

たが、その問題点に早く気が付けたことは

ABLのお陰であったと福田氏は話す。増体

志向の頃は見た目が良い牛づくりをしていた

が、質志向になってからは、子牛の時に良質

な粗飼料を与えて骨格づくりをすることを心

掛けている。そのことにより、育てやすく、

品質も向上するということである。

福田氏は、「肉牛生産者としては生産に力

を入れたい。販売は大事だが、そこに力を注

ぐ余力はない。十勝畜産農協に高く買ってく

れる購買者を開拓してもらうような努力をお

願いしたい」とも語っていた。福田農場は、

製品である肉牛を十勝畜産農協を経由して精

肉業者大手の系列へ販売しているが、農場の

ある地区の名前である美蘭別から取った名称

である美蘭牛「福姫」というブランドでも販

売しており、美蘭牛ブランドを指名してレス

トランから直接引き合いが来ることもあると

いう（注２）。

（注２）�美蘭牛「福姫」のブランド名で販売する場合も、十勝畜

産農協を経由しての販売となる。

写真２　福田農場で飼養される交雑種 写真３　福田農場の畜舎

（１）福田農場の現在の金融状況

福田農場が酪農をやめて肉牛と畑作へと経

営内容を切り替えた時は、福田農場にとって

経営的には極めて厳しい状況であったと思わ

れる。経営的には肥育牛生産の規模拡大が必

要であるが、もと牛導入のための資金源とし

ては、もはや農協系統から借り入れることは

３　動産担保融資の実情
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難しい状態であった。徐々にホルスタインの

もと牛を肥育するなどして経営を拡大し、安

定化させてきて、その途中で日本公庫との取

り引きも始まるようになった。日本公庫との

取り引きが始まったのは平成16年からであ

る。農協から直接、日本公庫と取り引きをす

るように勧められて、以後、日本公庫と直接

取り引きを行っている。

そのような経過もあって経営規模は拡大

し、現在は、年間1000 ～ 1100頭の出荷規

模に達している。最大で1500頭規模まで拡

大したことがあるが、その際には飼養管理が

追い付かず事故率が高くなり、規模を抑えて

質を上げる方向で現在の規模にしている。

平成28年度の売上額４億3500万円のう

ち、およそ半分近くが飼料代として支払わ

れ、残りの半分近くが家畜の購入代金に相当

するということで、売上額に匹敵するだけの

運転資金が必要になるというのが現状であ

る。

当然のこととして、資金調達においては外

部の金融機関を頼らざるを得ないが、現在は

日本公庫が借入残高の85％程度を占めてお

り、実質的にメインバンクとなっている。日

本公庫は政策金利であるために調達コストが

抑えられ、経営にとってはメリットが大きい

と福田氏は語る。農協からの借入金は現在も

返済しているが、肉牛生産へ経営を転換して

以降は農協からの新たな借り入れはない。

（２）ABLの運用状況

現在の借入金残高のうち約３分の２がもと

牛導入費を含む運転資金であり、約３分の１

が施設などの固定資本投資の資金であるとい

う。借り入れの中で運転資金の分のうち、約

半分がABLを利用した日本公庫からの借り

入れとなっている。ABLの担保の対象は牛

のみとなっている。

福田農場がABLを開始したのは平成27年

３月からである。きっかけは、規模拡大のた

めに畜舎を建設しもと牛を導入したいが、も

と牛導入から販売までの２年間、この規模拡

大分からの収入はないという問題に直面した

ことであるという。自分だけで問題解決でき

ないことがたくさんある中で、この問題も金

融機関との話し合いの中で解決の道を探った

結果、日本公庫による十勝畜産農協および一

般社団法人北海道酪農畜産協会（以下「酪農

畜産協会」という）との協定を利用したＡＢ

Ｌを活用することとなった（図２）。

（株）日本政策金融公庫
十勝畜産

農業協同組合

担保牛の買い取り・販売を
代行し、公庫へ報告

ＡＢＬ協定

福田農場

担保提供

融 資

モニタリング

（一社）北海道酪農
畜産協会

担保牛のモニタリング（飼
養状況の確認）を行い、公

庫へ報告

食肉センターなど買い取り出荷

資金回収

図２　福田農場が活用するABLスキーム

資料：現地調査および日本公庫の資料を基に筆者作成。
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福田氏は、「ABLは色々な人に経営を見て

もらえるのがメリットである。アドバイスを

もらえるので、対応するのもスピードアップ

ができる」と語っていたが、この点について

は後述する。また、ABLという新たな資金

調達の仕組みが畜産経営にもたらすメリット

として福田氏が指摘したのは、金利負担の軽

減と償還圧力の軽減であった。動産および不

動産の評価については、現時点では適切に評

価されていると福田氏は考えている。

ABLでは動産の評価をどのように行うか

も重要な論点となるが、日頃から畜産経営の

指導を行っている酪農畜産協会は、家畜の導

入費＋投下費用（ただし、投下費用は生産費

調査の数値を利用）の金額で家畜の動産とし

ての価値の評価を行うというのを基本的な考

え方としている。また、日本公庫は担保とし

ての評価のみならず、将来ビジョンなど事業

性の評価もしているという。出荷（販売）の

状況をチェックし、問題のある数値が出るよ

うであれば、現地へ出向いて原因を究明し、

改善へとつなげていくというのが基本的な姿

勢である。

ここで注意したいのは、動産担保融資とい

う名前の印象から動産の担保価値を精密に評

価することがABLのポイントであるかと思

われがちであるが、金融機関などが知りたい

のは個別の資産の評価額ではなく、飼養状

況、販売状況、財務バランス、資金の管理状

態といった経営全体の動きなのだという点で

ある。

４　動産担保融資の意義と課題

（１）経営者の立場から

調査の中で福田氏がしばしば強調されたの

が、経営内容をオープンにすることの意義で

あった。福田氏は、経営は自分でやれる部分

と自分ではどうしようもない部分があると強

調していたが、例えば牛肉輸入自由化のよう

な政策に関することや、牛肉市場での相場の

変動などは経営者だけでは何も動かすことが

できない。そのような事柄に対しては十勝畜

産農協のような外部組織を頼ったりせざるを

得ない。しかし、経営管理に関わるような事

柄は、他人の意見を参考に経営者自らが意思

決定を行うことによって改善し得る。

自分の経営に関する情報をオープンにする

ことによって、自分自身が自らの情報をすぐ

に取り出せるようになり、また、他の人の意

見を聞けるようになったと福田氏は話してい

た。自分だけでは先が読めないから、自らの

実態を見せて他の人の意見を聞かせてもらい

良い判断材料をもらって自らの意思決定に生

かすとともに味方を増やしていく、という仕

組みである。

ABLはその好例である。ABLの仕組みに

乗るためには経営内容をオープンにしなけれ

ばならず、その緊張感はあると福田氏は言

う。しかし、難しい経営判断のためには

ABL関係の各種機関からアドバイスをもら

えることのメリットの方が大きいということ

である。例えば前述のように増体志向から質

重視へと経営の方針を変える時にはABL関

係機関からの意見が参考になったようであ

る。
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（２）金融機関の立場から

ABLのスキームを金融機関の立場から見

ると、モニタリングがより適切に行われると

いう点に大きなメリットがあると推察され

る。畜産経営の場合、もと牛を導入してから

成長して市場に出荷されるまでには長い飼養

期間が必要となり、その間に市場環境が激変

してしまうことがあり得る。預託牛制度など

のように、もと牛を導入する時に資金を貸し

出し、成牛となって市場で販売された時点で

資金が返済されるという制度の下では、モニ

タリングの機会はないに等しいことになる。

販売時点の相場が良ければ資金回収は容易に

行われ、相場が悪ければ困難を来すという結

果になりがちであった。預託牛制度は、貸し

出した資金と家畜は一対一に対応していると

いう点では分かりやすい仕組みであるが、市

場に出るまで家畜の価値は分からないという

意味でモニタリングは働きにくい仕組みとな

っている。

ABLでは購入したもと牛の個別の評価額

ではなく、その対象となっている経営の飼養

中の牛全体の評価額に注目している。言い換

えると、畜産経営の経営全体を視野に入れた

管理をしているということにもなりそうであ

る。販売状況はどうなっているのか、飼養状

況はどうなっているのか、ということを経営

全体としての視点から把握しているのであ

り、毎月報告される数値は、経営全体のモニ

タリングとなっている。資金の貸し手である

金融機関にとって、融資先の経営の全体像を

適切に把握できることは確実な資金回収のた

めに重要なのは当然のことである。

（３）ABLの総合的な評価

資金の貸し手からみて、適切なモニタリン

グが可能になり、借り手からみて適切な判断

材料を得る機会となっているというのが、

ABLの現状である。もちろん、動産を担保

として融資を可能にするというのがABLの

本来の目的であり、ABLが無ければ融資が

実現できないような場合でも融資が行われ、

畜産経営にとって投資が実現できて規模拡大

や効率性の高い経営の実現が可能となったと

いう効果はあったであろう。しかし、今回の

調査を通じて明らかになったのは、それ以上

に、動産を担保とすることにより動産の価値

変動に対して資金の貸し手と借り手の双方に

きめ細かな経営管理をさせる点に効果があり

そうだということであろう。

もともと、畜産経営では家畜飼養の技術と

畜産経済の知識と経営マインドが求められ、

それらの総体として存在する畜産経営は、金

融機関からすれば分かりにくいという状況に

ある。経済学では情報の非対称性という言葉

があるが、需要者と供給者の間で把握してい

る情報量に偏りがあり、一方のみが情報を持

ち、他方は情報をほとんど持たない状況を意

味している。情報の非対称性がある場合に

は、効率的な取り引きが行われず経済的に望

ましい状態は実現できないことが知られてい

るが、畜産経営への融資は、情報の非対称性

のケースである。しかし、ABLの仕組みが

でき、適切なモニタリングが行われるように

なったことは、情報の非対称性の問題を緩和

する意味がある。

また、経営管理については、必ずしもレベ

ルが高いとはいえない畜産経営もあるのが現

状である。その意味では畜産経営側として

も、福田氏が言うように経営をオープンにし
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て経営管理上のアドバイスを得られるように

することは重要である。やや古い言葉になる

かもしれないが、指導金融という面での意義

は依然として残っている。

（４）ABLに残された課題

ここまで見てきたようにABLは優れた経

営指導あるいは経営支援のツールという性格

を強く持っている。しかしながら、ABLを

もってしても経営改善が必ず成功するわけで

はない。十勝畜産農協の中でもこれまでに

ABLを導入しても経営改善ができなかった

ケースがあるという話もお聞きした。経営者

の資質・能力などが決定的に重要となる局面

もあるわけで、当然のことながらABLが万

能であるということではない。どのようなケ

ースにはABLの仕組みの中で経営改善を進

めるのが有効であるか、どのように見極める

のかという点はまだ残された課題となってい

ると思われる。

５　おわりに

これまで不動産を担保とすることが多かっ

た農業融資の一層の拡大のために、動産にま

で担保の対象を拡大したABLの実態につい

て調査した結果から見えてきたのは、量的な

拡大ということよりも、経営のモニタリング

と経営への適切なアドバイスという経営管理

上の意義であった。経営規模の拡大に伴い、

投資額も増加している日本の畜産経営の現状

であるが、規模の拡大に経営管理技術が遅れ

を取っている現状では、経営のモニタリング

やアドバイスはまだまだ必要とされるもので

ある。従って、今後ともABLは特に畜産経

営にとって重要な融資のスキームとして活用

されていくであろう。

ここまで見てきたように、福田農場の経営

は、ABLという融資の枠組みを経営管理の

一手法として扱いながら、経営の成長・充実

を進めてきている。代表取締役の福田博明氏

の考え方は、経営の内容をオープンにするこ

とによって多くの人からより良い意見をもら

えるというものであり、畜産経営者としては

新しいタイプであると言えよう。福田農場は

他にも斬新な取り組みをしている。農場の独

自のロゴマークや、新しいデザインの牛舎の

建築などである（写真４、５）（注３）。

福田氏によると、山あいの条件が悪いとこ

ろでも頑張ってやっているというアピールに

なっているということであり、また、ロゴマ

ークなどは自分で自分の農場の価値を上げさ

せることができる数少ない手段と考えている

ようである。丘陵地に入ってしばらく行った

ところで突然目に入ってくるモダンなデザイ

ン性あふれる牛舎はとても印象深いものであ

った。現時点では独自の販売ルートを開発で

きる状況にはないし、また観光的な要素を組

み入れることができそうな状況でもないた

め、すぐにこれらのデザイン性が付加価値を

生み出すものではないだろうが、このような

方法により注目度あるいは知名度を上げてい

くことは中長期的には製品である牛肉の製品

差別化につながり、経済的なメリットを生む

ことになる可能性は大きいと考えられる。そ

の面でも注目していきたい。
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（注３）　�詳しくは、長岡淳一、阿部岳『農業をデザインで変える

: 北海道・十勝発、ファームステッドの挑戦』（瀬戸内人）

2016年、およびファームステッドのホームページ

（http://farmstead.jp/archives/501）を参照のこと。

ま た、 有 限 会 社 福 田 農 場 のfacebookの ペ ー ジ

（https://www.facebook.com/有限会社-福田農場

-1416158392039929/）も参照されたい。
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写真５　デザイン性があふれる福田農場の牛舎

写真４　福田農場独自のロゴマーク


